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1. 公益財団法人八千代市文化・スポーツ振興財団

⑴　基本財産 345,197 千円（平成29年3月末現在）

⑵　事業内容 施設管理運営事業（市民会館等文化施設の管理運営、市民体育館等スポーツ

施設の管理運営）

自主事業 文化事業（鑑賞事業、市民文化創造事業、普及啓発事業等）

スポーツ事業（スポーツ教室事業等）

⑶　役 　 員 理事長　　　1人

理　事　　　7人（理事長、常務理事を含む）

監　事　　　2人

⑷　職　　員 専任職員　 13人

⑸　附属機関 事業企画委員会

　本市の文化及びスポーツ活動に資する事業を行い、市民会館と市民体育館が近接する地理的条

件を活用しながら、市民文化の創造及び地域文化の向上並びに市民スポーツの活性化に寄与して

います。
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2. 公益財団法人八千代市環境緑化公社

⑴　基本財産等

・

・

⑵　事業内容

⑶　組　　織

人

人

人

人

　現在の公益財団法人八千代市環境緑化公社は、昭和62年５月に八千代市が行った「緑の都

市宣言」の推進母体である(財)八千代市花と緑の基金として設立され、その後、平成18年４

月に(財)八千代市衛生公社を統合し、(財)八千代市環境緑化公社として改組。公益法人制度

改革に伴い、平成25年４月１日から公益財団法人に移行。

　市民に信頼され真に公益を担う財団として、広く市民の参加と協力を得て緑化の推進と緑

の保全を図り、もって緑に囲まれ安らぎと潤いのある健康的で住み良い街づくりを推進しま

す。

基本財産

花と緑の基金

平成29年3月31日現在

平成29年3月31日現在

367,940千円

589,701千円

役員等 評 議 員 6

①　緑の保全及び緑化に関する普及啓発

②　環境緑化に関するボランティア団体等の育成及び援助

③　緑化の推進及び堆肥づくり等

④　環境緑化に係わる緑地等の保全及び活用

⑤　公園及び緑地等の維持管理

⑥　環境緑化に関する基金の造成並びに管理運用

⑦　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

理 事 7 （理事長・常務理事を含む）

監 事 2

職 員 事 務 職 員 8

3. 社会福祉法人八千代市社会福祉協議会

⑴　沿 　 革

⑵  組　　織

全戸会員制

理事13人（会長1人、副会長3人、常務理事1人を含む）、監事2人

20人、学童指導員38人

⑶　事　　業

4. 社会福祉法人八千代市身体障害者福祉会

⑴　沿 　 革

⑵  組　　織

理事長１人、副理事長１人、理事６人、監事２人

管理者　　　　　　　　　　　　　　　　　　１人

障害者就労支援事業「はばたき職業センター」９人

本会地域生活支援事業　　　　　　　　　　　７人

役 員

職 員

社会福祉事業法に基づき、昭和33年６月14日設立され、昭和44年６月27日社会福祉法人

の認可を受け、昭和34年度から全戸会員制を実施するとともに、地域における社会福祉諸

問題の解決を図るため、各種機関、各種団体と連携を密にし地域福祉活動を展開していま

す。

会 員

役 員

事 務 職 員

地域ぐるみ福祉ネットワーク事業（各支会との協力連携）の推進、移送サービス事業、

長寿会・遺族会等各種団体との連絡調整、福祉ボランティア活動の推進、ふれあい相談、

福祉サービス利用援助（権利擁護）事業の推進、生活福祉資金の貸付け、善意銀行の運営、

受託（学童保育所運営管理・生活困窮者自立相談支援事業・家計相談支援事業・成年後見

事業相談支援等業務）、指定管理者（福祉センター運営管理、ふれあいプラザ運営管理）、

共同募金会八千代市支会の運営等を行っている。

　昭和４２年５月２日身体障害者の自立更生と相互扶助を目的として設立されました。

昭和４９年４月以来新たな社会ニーズの対応を図るため社会福祉法人の認可と身体障害

者授産施設の設置を目標に掲げ、事業の充実を推し進め、昭和５５年２月１２日社会福祉

法人認可の取得と併せ､同年４月１７日身体障害者通所授産施設（現障害福祉サービス事業

所）｢はばたき職業センター｣を開設しました。
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⑶　事　　業

八千代市米本2429番地10

１,９５８ ㎡

７６９.３１ ㎡

鉄筋コンクリート造平屋建

印刷作業、園芸作業、受注生産作業

②　受託事業

ア　車椅子貸出事業

イ　八千代市手話通訳者設置・派遣事業

ウ　身体障害者スポーツ大会等スポーツの振興及び身体障害者の地域交流事業

エ　市民向け各種講座の開催事業

　　特定相談支援事業及び障害児相談支援事業「きらめき支援センター」　相談員　２名

　　同行援護事業（居宅介護等事業（視覚障害者ガイドヘルパー事業））

①　第２種社会福祉事業

　　障害福祉サービス事業「はばたき職業センター」の経営　

　　・就労移行支援　　　　定員　１０名

　　・就労継続支援Ｂ型　　定員　３０名

目 的 　利用者の意志及び人格を常に尊重して、常に利用者の立場に立った

適切なサービスの提供を行い、障害者の自立・社会参加・働く権利の

向上を目指す。

場 所

敷 地 面 積

建 物 面 積

建 築 構 造

授 産 内 容

③　自主事業　

ア　移動支援事業……福祉有償運送事業

イ　各種福祉講座……書道、手話、点訳、ボランティア講座

ウ　交流事業……地区懇談会、もちつき会等各種交流事業

エ　社会参加促進事業……日帰り及び一泊親睦旅行　他

オ　啓発事業……とっておきの福祉まつり、機関紙「はばたき」発行

カ　日中活動……在宅重度障害者の日中活動

キ　相談支援事業……身体障害者の日常相談、訪問活動等

④　その他　

身体障害者更生相談事業

5. 四市複合事務組合

⑴　組　　織

船橋市本町2-7-8（船橋市福祉ビル内）

定数13人（船橋市5人、習志野市3人、八千代市3人、鎌ケ谷市2人）

船橋市長

船橋市副市長

船橋市会計管理者

船橋市監査委員（知識経験者）

鎌ケ谷市議会議員（議会選出監査委員）

⑵　馬込斎場

昭和55年4月1日

船橋市馬込町1102-1

面積 19,601.7 ㎡

鉄筋コンクリート造（一部地下1階、地上2階）

延床面積 5,953.93 ㎡

3,622,661千円（建築費2,612,858千円、用地買収費1,009,803千円）

4室

4台（宮型2台、バン型2台）

15基

建 物

　従来から船橋市、習志野市、八千代市及び鎌ケ谷市の４市で運営を行ってきた老人福祉施

設組合は、昭和52年３月31日で解散した伝染病予防組合の事務を継承するとともに、斎場に

係る事務を加えて、同年４月１日、四市複合事務組合に改称しました。

　なお、平成11年３月31日をもって伝染病予防法が廃止され、伝染病隔離病舎事業を終了し

たことから、現在、本組合は特別養護老人ホーム三山園及び馬込斎場の事業を実施していま

す。

事 務 所

組合議会議員

管 理 者 等 管 理 者

副 管 理 者

会計管理者

監 査 委 員

開 設

所 在 地

敷 地

建 設 費

式 場

霊 柩 車

火 葬 炉
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斎 場 使 用 状 況

遺  体

室管保計型ンバ型　宮計葬　改体　遺

平成28年度

区　　分
火 葬 霊 柩 車

式　場 祭　壇 控　室

船 橋 市 4,894

1,309

1,484
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8,852

2

3

1

6

4,896

1,312

1,484
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8,858

1

4

6

0

0
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438

172

137

188

33

968

439

176

143

188

33

979

664

179

78

198

1

1,120

351

114

43

122

0

630

5,862

1,508

1,564

1,320

173

10,427

851

223

106

166

14

1,360

習 志 野 市

八 千 代 市

鎌 ケ 谷 市

住 民 以 外

計

遺  体

室管保計型ンバ型　宮計葬　改体　遺

船 橋 市 4,779 0

0

0 0

4,779 1 486 487

167

125

218

34

1,030

170

125

219

34

1,035

681

196

66

202

1

1,146

364

122

44

121

1

652

5,806

1,510

1,536

1,367

150

10,369

853

227

105

166

12

1,363

3

0

1

0

5

1,244

1,463

884

239

8,609

0

0

0

8

3

1

12

1,244

1,455

881

238

8,597

習 志 野 市

八 千 代 市

鎌 ケ 谷 市

住 民 以 外

計

遺  体

室管保計型ンバ型　宮計葬　改体　遺

船 橋 市 4,624 6 4,630 8 487 495 678 320 5,694 774

習 志 野 市 1,212 1 1,213 4 163 167 213 129 1,485 235

八 千 代 市 1,428 6 1,434 4 135 139 78 53 1,514 106

鎌 ケ 谷 市 862 862 5 245 250 183 97 1,285 149

住 民 以 外 233 1 234 1 37 38 155 8

計 8,359 14 8,373 22 1,067 1,089 1,152 599 10,133 1,272

区　　分
火 葬 霊 柩 車

式　場 祭　壇 控　室

平成27年度

控　室

平成26年度

区　　分
火 葬 霊 柩 車

式　場 祭　壇

⑶　特別養護老人ホーム「三山園」

昭和４７年６月１日

船橋市三山２－３－２

面積 5,053.00㎡

鉄筋コンクリート造３階建

延床面積 5,913.10㎡

指定介護老人福祉施設 １００人

指定（介護予防）短期入所生活介護事業所  ２０人

指定（介護予防）認知症対応型通所介護事業所　１２人
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人 人 人
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要 介 護 ５ 18 7 6 3 34

計 48 18 20 15
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6. 北千葉広域水道企業団

⑴　沿　革

⑵　事業計画の概要

①　給水対象水道事業名

千葉県

②　１日最大取水量 564,400 ㎥

③　１日最大給水量 525,000 ㎥

東京都に隣接した東葛飾北部地域、習志野市、八千代市及び県営水道京葉地区は、交通の

至便さと良好な生活環境を背景に急激に都市化の形態を早め、全国でも有数の人口急増地域

として水需要が増大してきました。

しかし、これらの地域は、水道用原水の確保について地理的条件が極めて悪く、利根川水

系江戸川に依存せざるを得ない状況にありました。

このため、原水確保については、国が進めている「利根川水系及び荒川水系における水資

源開発基本計画」に求めることになりますが、これらの地域において県市町各々が河川から

取水することは、河川管理上ほとんど不可能に近く、また、取水､浄水､送水の諸施設を個々

に建設することは、それらの水道管理者にとって多大な負担を伴うため、これを広域的に一

元化することが建設、維持管理を含め、はるかに合理的、かつ経済的であるといえます。

そこで、広域水道としての用水供給事業の実施が急務とされ、千葉県、松戸市、野田市、

柏市、流山市、我孫子市、関宿町（平成15年度に野田市に合併）、沼南町（平成17年度に柏

市に合併）、習志野市及び八千代市の１県７市２町の共同事業として昭和48年３月、自治大

臣の許可を受け、北千葉広域水道企業団が発足しました。

以降、創設事業を進める一方、昭和54年５月に完成した施設能力133,600㎥／日の第一期施

設により同年６月から一部構成団体に、昭和56年４月からは全構成団体に給水を開始しまし

た。昭和57年度末には給水能力267,100㎥／日の第二期施設が、 昭和62年度末には 給水能力

400,700㎥／日の第三期施設が、 平成７年度には 最終目標である給水能力534,200㎥／日

（現在は計画一日最大給水量525,000㎥）の第四期施設が、更に平成12年度末をもって全ての

施設が完成したことにより、総事業費2,032億円、事業期間28年間にわたる創設事業が終了し

ました。

また、平成22年からは、安全かつ、より一層の良質な水道用水を安定的に供給するため、

浄水方法に「オゾン＋生物活性炭」を組み込んだ高度浄水施設の建設に着手し、平成26年12

月から供用を開始した高度浄水施設は、平成27年度末をもって全ての建設工事が完了しまし

た。

同企業団は、水源を利根川水系江戸川に求め、１県７市２町の共同事業体として昭和48年

３月発足し、当初総事業費449億円、工期を昭和48年度から昭和53年度までの６か年計画で創

設事業に着手しました。

その後、石油危機に端を発した諸物価の高騰、水需要の鈍化に伴う建設工程の調整など経

済社会情勢の変化により、創設事業の計画変更を余儀なくされましたが、平成12年度をもっ

て事業が完了し、その総事業費は2,031億9,787万円となりました。

松戸市、野田市、柏市、流山市、我孫子市、習志野市、八千代市

※一日最大給水量は送水に関する協定書（平成28年度から31年度まで）による

④　給水年月日

一部構成団体に給水　　昭和54年6月1日

全構成団体に給水　    昭和56年4月1日

⑶　事業の経過

昭和47年10月 北千葉広域水道企業団設置促進協議会が発足（会長　千葉県知事）

昭和48年３月 北千葉広域水道企業団設立許可

　　　　〃　 北千葉広域水道用水供給事業経営の認可

　　　　〃　 事務所を千葉県東葛飾合同庁舎内に設置（松戸市小根本７番地）

　　　　７月 創設事業に着手（創設事業費　449億円）

昭和49年12月 北千葉広域水道用水供給事業経営の変更認可（取水地点の変更）

昭和50年９月 利根川広域導水事業（野田導水事業）において 4.320㎥/秒の水配分

昭和51年２月 創設事業費を 1,165億 7,000万円に改定

昭和52年11月 浄水場中央管理本館が完成（流山市桐ケ谷宇和田130番地）

昭和54年６月 第一期施設が完成し、供給を開始（施設能力 133,600㎥/日）

　　　　〃　 一部構成団体に給水を開始

　　　　〃　 （基本料金　81円/㎥、使用料金　14円/㎥）

昭和55年３月 奈良俣ダム建設事業において、 0.200㎥/秒の水源を確保

　　　　11月 創設事業費を 1,694億 5,100万円に改定

昭和56年４月 全構成団体へ給水を開始

（基本料金 103円/㎥に改定、基本料金経過措置56年度は102円/㎥）

我 孫 子 市 水 道 事 業 32,900 ㎥

習 志 野 市 水 道 事 業 17,300 ㎥

八 千 代 市 水 道 事 業 28,900 ㎥

野 田 市 水 道 事 業 41,000 ㎥

柏 市 水 道 事 業 93,700 ㎥

流 山 市 水 道 事 業 42,500 ㎥

給 水 対 象 水 道 事 業 名 一日最大給水量

千 葉 県 水 道 事 業 201,300 ㎥

松 戸 市 水 道 事 業 14,100 ㎥
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柏市、流山市、我孫子市、関宿町（平成15年度に野田市に合併）、沼南町（平成17年度に柏

市に合併）、習志野市及び八千代市の１県７市２町の共同事業として昭和48年３月、自治大

臣の許可を受け、北千葉広域水道企業団が発足しました。

以降、創設事業を進める一方、昭和54年５月に完成した施設能力133,600㎥／日の第一期施

設により同年６月から一部構成団体に、昭和56年４月からは全構成団体に給水を開始しまし

た。昭和57年度末には給水能力267,100㎥／日の第二期施設が、 昭和62年度末には 給水能力

400,700㎥／日の第三期施設が、 平成７年度には 最終目標である給水能力534,200㎥／日

（現在は計画一日最大給水量525,000㎥）の第四期施設が、更に平成12年度末をもって全ての

施設が完成したことにより、総事業費2,032億円、事業期間28年間にわたる創設事業が終了し

ました。

また、平成22年からは、安全かつ、より一層の良質な水道用水を安定的に供給するため、

浄水方法に「オゾン＋生物活性炭」を組み込んだ高度浄水施設の建設に着手し、平成26年12

月から供用を開始した高度浄水施設は、平成27年度末をもって全ての建設工事が完了しまし

た。

同企業団は、水源を利根川水系江戸川に求め、１県７市２町の共同事業体として昭和48年

３月発足し、当初総事業費449億円、工期を昭和48年度から昭和53年度までの６か年計画で創

設事業に着手しました。

その後、石油危機に端を発した諸物価の高騰、水需要の鈍化に伴う建設工程の調整など経

済社会情勢の変化により、創設事業の計画変更を余儀なくされましたが、平成12年度をもっ

て事業が完了し、その総事業費は2,031億9,787万円となりました。

松戸市、野田市、柏市、流山市、我孫子市、習志野市、八千代市

※一日最大給水量は送水に関する協定書（平成28年度から31年度まで）による

④　給水年月日

一部構成団体に給水　　昭和54年6月1日

全構成団体に給水　    昭和56年4月1日

⑶　事業の経過

昭和47年10月 北千葉広域水道企業団設置促進協議会が発足（会長　千葉県知事）

昭和48年３月 北千葉広域水道企業団設立許可

　　　　〃　 北千葉広域水道用水供給事業経営の認可

　　　　〃　 事務所を千葉県東葛飾合同庁舎内に設置（松戸市小根本７番地）

　　　　７月 創設事業に着手（創設事業費　449億円）

昭和49年12月 北千葉広域水道用水供給事業経営の変更認可（取水地点の変更）

昭和50年９月 利根川広域導水事業（野田導水事業）において 4.320㎥/秒の水配分

昭和51年２月 創設事業費を 1,165億 7,000万円に改定

昭和52年11月 浄水場中央管理本館が完成（流山市桐ケ谷宇和田130番地）

昭和54年６月 第一期施設が完成し、供給を開始（施設能力 133,600㎥/日）

　　　　〃　 一部構成団体に給水を開始

　　　　〃　 （基本料金　81円/㎥、使用料金　14円/㎥）

昭和55年３月 奈良俣ダム建設事業において、 0.200㎥/秒の水源を確保

　　　　11月 創設事業費を 1,694億 5,100万円に改定

昭和56年４月 全構成団体へ給水を開始

（基本料金 103円/㎥に改定、基本料金経過措置56年度は102円/㎥）

我 孫 子 市 水 道 事 業 32,900 ㎥

習 志 野 市 水 道 事 業 17,300 ㎥

八 千 代 市 水 道 事 業 28,900 ㎥

野 田 市 水 道 事 業 41,000 ㎥

柏 市 水 道 事 業 93,700 ㎥

流 山 市 水 道 事 業 42,500 ㎥

給 水 対 象 水 道 事 業 名 一日最大給水量

千 葉 県 水 道 事 業 201,300 ㎥

松 戸 市 水 道 事 業 14,100 ㎥
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⑵　事業計画の概要

①　給水対象水道事業名
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③　１日最大給水量 525,000 ㎥
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柏市、流山市、我孫子市、関宿町（平成15年度に野田市に合併）、沼南町（平成17年度に柏

市に合併）、習志野市及び八千代市の１県７市２町の共同事業として昭和48年３月、自治大

臣の許可を受け、北千葉広域水道企業団が発足しました。

以降、創設事業を進める一方、昭和54年５月に完成した施設能力133,600㎥／日の第一期施

設により同年６月から一部構成団体に、昭和56年４月からは全構成団体に給水を開始しまし

た。昭和57年度末には給水能力267,100㎥／日の第二期施設が、 昭和62年度末には 給水能力

400,700㎥／日の第三期施設が、 平成７年度には 最終目標である給水能力534,200㎥／日

（現在は計画一日最大給水量525,000㎥）の第四期施設が、更に平成12年度末をもって全ての

施設が完成したことにより、総事業費2,032億円、事業期間28年間にわたる創設事業が終了し

ました。

また、平成22年からは、安全かつ、より一層の良質な水道用水を安定的に供給するため、

浄水方法に「オゾン＋生物活性炭」を組み込んだ高度浄水施設の建設に着手し、平成26年12

月から供用を開始した高度浄水施設は、平成27年度末をもって全ての建設工事が完了しまし

た。

同企業団は、水源を利根川水系江戸川に求め、１県７市２町の共同事業体として昭和48年

３月発足し、当初総事業費449億円、工期を昭和48年度から昭和53年度までの６か年計画で創

設事業に着手しました。

その後、石油危機に端を発した諸物価の高騰、水需要の鈍化に伴う建設工程の調整など経

済社会情勢の変化により、創設事業の計画変更を余儀なくされましたが、平成12年度をもっ

て事業が完了し、その総事業費は2,031億9,787万円となりました。

松戸市、野田市、柏市、流山市、我孫子市、習志野市、八千代市

※一日最大給水量は送水に関する協定書（平成28年度から31年度まで）による

④　給水年月日

一部構成団体に給水　　昭和54年6月1日

全構成団体に給水　    昭和56年4月1日

⑶　事業の経過

昭和47年10月 北千葉広域水道企業団設置促進協議会が発足（会長　千葉県知事）

昭和48年３月 北千葉広域水道企業団設立許可

　　　　〃　 北千葉広域水道用水供給事業経営の認可

　　　　〃　 事務所を千葉県東葛飾合同庁舎内に設置（松戸市小根本７番地）

　　　　７月 創設事業に着手（創設事業費　449億円）

昭和49年12月 北千葉広域水道用水供給事業経営の変更認可（取水地点の変更）

昭和50年９月 利根川広域導水事業（野田導水事業）において 4.320㎥/秒の水配分
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昭和57年２月 利根川広域導水事業(北千葉導水事業)において、4.320㎥/秒の水源

を確保

昭和58年４月 第二期施設が完成し、供用を開始（施設能力 267,100㎥/日）

（基本料金　 105円/㎥、使用料金　16円/㎥に改定）

昭和60年11月 創設事業費を 1,860億9,500万円に改定

昭和61年７月 八ツ場ダム建設事業において 0.350㎥/秒の水源を確保

昭和63年４月 第三期施設が完成し、供用を開始（施設能力 400,700㎥/日）

平成３年４月 奈良俣ダムが概成し、供用を開始

（基本料金　82円/㎥、使用料金　15円/㎥に改定）

平成４年３月 本庁舎の完成により事務所を移転

（松戸市七右衛門新田 540番地の5　北千葉取水場内）

　　　　11月 創設事業費を 2,072億 2,500万円に改定

平成７年７月 第四期施設が完成し、供用を開始

（浄水施設能力が最終目標である 534,200㎥/日となる）

平成12年２月 創設事業費を 2,033億 5,400万円に改定

　　　　４月 利根川広域導水事業（北千葉導水事業）が完成し、供用を開始

　　　　〃　 思川開発事業において 1.060㎥/秒の水源を確保

平成13年３月 創設事業が終了（総事業費 2,031億 9,700万円）

平成14年４月 （基本料金　79円/㎥に改定）

において0.505㎥/秒の水配分を受ける

（基本料金　75円/㎥に改定）

平成20年４月 （基本料金　57円/㎥、使用料金　10円/㎥に改定）

平成21年３月 北千葉広域水道用水供給事業経営の変更認可申請（浄水方法の変更）

　　　　〃　 厚生労働大臣から変更認可を得る

平成22年２月 高度浄水施設建設事業の継続費を設定

平成23年８月 オゾン処理施設等の高度浄水施設本体工事に着手

平成26年12月 高度浄水施設（第一期）が稼働

（思川開発事業の縮小等により、平成14年４月に 0.313㎥/秒に減量）

平成17年３月 奈良俣ダム建設事業において、 0.844㎥/秒、渡良瀬遊水池総合開発事業

平成17年４月
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昭和57年２月 利根川広域導水事業(北千葉導水事業)において、4.320㎥/秒の水源

を確保

昭和58年４月 第二期施設が完成し、供用を開始（施設能力 267,100㎥/日）

（基本料金　 105円/㎥、使用料金　16円/㎥に改定）

昭和60年11月 創設事業費を 1,860億9,500万円に改定

昭和61年７月 八ツ場ダム建設事業において 0.350㎥/秒の水源を確保

昭和63年４月 第三期施設が完成し、供用を開始（施設能力 400,700㎥/日）

平成３年４月 奈良俣ダムが概成し、供用を開始

（基本料金　82円/㎥、使用料金　15円/㎥に改定）

平成４年３月 本庁舎の完成により事務所を移転

（松戸市七右衛門新田 540番地の5　北千葉取水場内）

　　　　11月 創設事業費を 2,072億 2,500万円に改定

平成７年７月 第四期施設が完成し、供用を開始

（浄水施設能力が最終目標である 534,200㎥/日となる）

平成12年２月 創設事業費を 2,033億 5,400万円に改定

　　　　４月 利根川広域導水事業（北千葉導水事業）が完成し、供用を開始

　　　　〃　 思川開発事業において 1.060㎥/秒の水源を確保

平成13年３月 創設事業が終了（総事業費 2,031億 9,700万円）

平成14年４月 （基本料金　79円/㎥に改定）

において0.505㎥/秒の水配分を受ける

（基本料金　75円/㎥に改定）

平成20年４月 （基本料金　57円/㎥、使用料金　10円/㎥に改定）

平成21年３月 北千葉広域水道用水供給事業経営の変更認可申請（浄水方法の変更）

　　　　〃　 厚生労働大臣から変更認可を得る

平成22年２月 高度浄水施設建設事業の継続費を設定

平成23年８月 オゾン処理施設等の高度浄水施設本体工事に着手

平成26年12月 高度浄水施設（第一期）が稼働

（思川開発事業の縮小等により、平成14年４月に 0.313㎥/秒に減量）

平成17年３月 奈良俣ダム建設事業において、 0.844㎥/秒、渡良瀬遊水池総合開発事業

平成17年４月

－ 256 －


